




































































1920年 1930年 1920年を 100として
見た 30年の数値（％）日本人 台湾人 日本人 台湾人
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 日本人 台湾人
①農業 2,815 3.0 757,917 42.5 3,474 2.8 860,613 39.3 123 114
②水産業 1,456 1.6 27,007 1.5 1,617 1.3 25,916 1.2 111 96
③鉱業 1,187 1.3 15,629 0.9 411 0.3 16,970 0.8 35 109
④工業 17,384 18.8 84,568 4.7 13,796 11.1 95,832 4.4 79 113
⑤商業 9,567 10.3 83,600 4.7 11,043 8.9 129,372 5.9 115 155
⑥交通業 7,466 8.1 35,428 2.0 8,360 6.7 48,677 2.2 112 137
⑦公務、自由業 23,751 25.7 23,811 1.3 34,511 27.7 34,260 1.6 145 144
⑧家事使用人 37 0.0 1,330 0.1 32 0.0 1,526 0.1 86 115
⑨其ノ他ノ有業者 227 0.2 72,337 4.1 2,600 2.1 53,545 2.4 1145 74
⑩無業 28,686 31.0 680,009 38.2 48,900 39.2 925,673 42.2 170 136
無業中「収入ニ依
ル者」
548 0.6 25,486 1.4 878 0.7 11,352 0.5 160 45






注 2 ：1920年調査の職業分類と 30年調査の職業分類に一部相違があるため、30年の職業分類に即して、20年の「農
業」・「水産業」・「鉱業」・「工業」・「商業」・「交通業」・「其ノ他ノ有業者」の 8業種の「本業従属者」を「無業」
に分類した。
注 3：構成比は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計は必ずしも 100％とはならない。
注 4：構成比において、四捨五入して 0.1に満たないものについては「0.0」と表記している。
 9 1922年から 35年までを見ると、日本人の場合、中学校入学志願者に対する入学者の割合がおよそ 2



























農業 水産業 鉱業 工業 商業 交通業 公・自 家事 其ノ他 無業 計

























農業 水産業 鉱業 工業 商業 交通業 公・自 家事 其ノ他 無業 計
人 34 0 0 23 170 0 162 5 0 69 463
（％）（7.3%）（0.0%）（0.0%）（5.0%）（36.7%）（0.0%）（35.0%）（1.1%）（0.0%）（14.9%）（100.0%）
出典：台南州立嘉義中学校校友会編『校友会雑誌』創立十周年記念号（1934年）をもとに作成。
注 1 ：表 1（注 4）および表 2（注 1）・（注 2）と同様。







以上、表 1から表 3の分析を通じて、1920年代から 30年代にかけて、台湾人の中に「農業」
または「無業」から「商業」や「公務、自由業」へ転身しつつあった人が数万人単位で存
在し、彼らが中学校入学希望者の輩出母体となり進学圧力を高めたことが推論できる。
　1921年、前年の地方税制度改正を受けて中等学校が州に移管され、各州が地域の事情
に即して中等学校設置を決定することがある程度可能となった。翌 1922年、共学制施行
に伴い中学校が増やされた。共学制の下で台湾人の中学校入学は相対的に困難であったが、
それは入学者を選抜する側の教育差別に加え、台湾人側にも中等以上の教育を求める職業
層が厚みを増しつつあったためと考えられる。中等学校の大衆化が徐々に進行する中で、
一部の地域では初等後の教育機関誘致が大きな課題として浮上していた。次章に具体例を
見てみたい。
2　地域における学校設立運動の様相
　学校設立運動が起こった背景には中等学校の需要の高まりがあったが、そのほかの要因
として地方制度改正の影響も考慮しなければならない。
　1920年の地方制度改正に伴う地方税制度改正により、州市街庄が教育費を含む一部の
費目を負担することが定められ、各地域は公共事業遂行のために一定の財源確保に責任を
負うことになった。「州都」はインフラ整備の対象となりやすく、それにより人と物が集
中し税収が豊富になるという循環がつくりやすい。だがその他の地域で、そうした状況を
